（Ｈ27年10月）

· 改正労働者派遣法で派遣労働者は救われる？？　
９月11日、改正労働者派遣法が国会で成立し、9月30日に施行されました。厚生労働省の2012年調査では、派遣労働者の内、43.1％は自ら派遣を希望している一方、不本意ながら派遣で働いている割合もほぼ同じで43.2％に上っています。今回の改正で、派遣労働者の働き方はどう変わるのか？主だった改正内容は以下のとおりです。
●派遣期間制限（派遣先事業所単位と派遣労働者個人単位）の見直し
【改正前】政令で定める26業務（通訳・翻訳・速記、広告デザイナー、ファイリング等）に関しては期間制限なし。その他の業務は最長3年。（派遣労働者ではなく業務に対する派遣可能期間のため、3年後に新たな派遣労働者に入れ替えることは不可）
【改正後】政令で定める26業務の区分を廃止し、業務ではなく事業所単位で派遣可能期間を最長3年としました。ただし、過半数労働組合等の意見聴取を行うことで派遣可能期間を3年間延長することが可能となり、さらに3年毎に意見聴取することで延長を繰り返すことができるため、実質的には期間制限がなくなりました。
派遣労働者個人単位では、一つの組織単位（「課」を想定）で勤務できるのは改正前と同様に最長3年ですが、派遣先事業所は派遣労働者を3年毎に入れ替えることで同一業務を継続して派遣で賄うことが可能となりました。なお、3年の派遣期間が満了した派遣労働者は、同一派遣先の異なる課での業務であれば、継続して派遣として勤務することは可能です。
※派遣労働者の受け入れにより、その業務の遂行に問題が生じる恐れがある等の理由で改正前から禁止されている派遣業務（①港湾運送業務、②建設業務、③警備業務、④医療関係業務）は、改正後も変更ありません。

※26業務は専門性の高い業務とされていますが、その業務区分があいまいで、単純労働を含めて行っているケースが少なからずあったため今回見直されました。
※なお、派遣労働者が、①派遣元に無期雇用されている場合、②60歳以上の場合、③終期が明確な有期プロジェクト業務に従事する場合等は、例外として期間制限が適用されないため、同一業務に3年を超えて従事することが可能となりました。
●労働契約申込みみなし制度の導入
派遣先が次に掲げる違法派遣を受け入れた場合、その時点で、派遣先はその派遣労働者に対し、派遣元の労働条件と同一の労働条件で労働契約の申込みをしたものとみなされることになりました。（違法派遣について、派遣先が善意無過失である場合を除く）
・労働者派遣の禁止業務に従事させた場合
・無許可の派遣元から労働者派遣を受け入れた場合

・期間制限（事業所単位又は個人単位）に違反して労働者派遣を受け入れた場合

・いわゆる偽装請負の場合

※しかし派遣元と派遣労働者の労働契約は、短期契約の反復更新が多いと予想され、仮にみなし制度で派遣先と労働契約が結べたとしても、短期契約では安定した雇用につながらない恐れがあります。
先日、車での移動中に派遣のニュースがラジオから流れてました。派遣とは言っても「ヤギ」の派遣のニュースでした。斜面地の緑化などを事業とする横浜の会社が、「除草ヤギ」として大学のキャンパスや団地に派遣しているとのことで、除草もさることながら、学生や地域住民の交流に一役買っているようです。ヤギの派遣は、厳密に言うと派遣先の指揮命令を受けていない？ため、請負では？と思われますが、何よりもヤギにとって不本意な派遣でないことを願うばかりです。（工藤克己）
